


はじめに

平成 24年における全国の自殺者数は 27,858人と、平

成 10年に急増して以降、14年ぶりに３万人を下回った

ものの、依然として高い水準で推移しています。

本県においても、平成 10年以降、毎年 400人前後の方

が自殺で亡くなられています。自殺者数の内訳を見てみ

ると、中高年男性が大きな割合を占めているものの、そ

の死亡率は着実に下がっています。

一方、いじめ等による生徒学生の自殺や、就職をめぐる困難を苦にした若者

の自殺が大きく報道されるなど、若年層の自殺者数が増加傾向にあり、新たな

課題となっています。

また、自殺の原因・動機では、身体疾患のほか、うつ病や統合失調症、アル

コール依存症などの精神疾患を含む「健康問題」が最も多くなっています。

人の命は何ものにも代えがたいものであり、自殺は、その多くが社会の努力

で避けることができるというのが世界の共通認識となっています。

本県では、平成 21年３月に「三重県自殺対策行動計画」を策定し、人とひと

のつながりで「生きやすい社会」の実現をめざして自殺対策を推進してきたと

ころですが、こうした情勢をふまえ、本県を取り巻く社会環境の変化に応じた

自殺対策を総合的に推進することを目的に「第２次三重県自殺対策行動計画」

を策定しました。

「第２次三重県自殺対策行動計画」では、世代別のこころの健康課題や自殺

の危険因子である精神疾患とそれに付随する背景要因を抱える人びとに対し、

これまでに築いてきた自殺対策推進の基盤を活用した取組を行うことにより、

「尊い命が自殺で失われることのない社会」の実現をめざしてまいります。

県民の皆さんをはじめ、関係機関や民間団体等におかれましては、本計画の

推進にご協力をいただきますようお願いします。

最後に、「第２次三重県自殺対策行動計画」の策定にあたり、貴重なご意見

やご指導を賜りました三重県公衆衛生審議会自殺対策推進部会の委員をはじめ

関係各位に対し、心からお礼申し上げます。

平成２５年３月

三重県知事 鈴 木 英 敬
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第１章 計画の基本的な考え方

１ 計画改訂の趣旨

（１）三重県自殺対策行動計画について

本県の自殺者数は、平成９(1997)年の274人から平成10(1998)年には452人へと大

幅に増加し、その後は、毎年400人前後で推移しています。

全国的にも、戦後長らく２万人台前半で推移していましたが、平成10(1998)年に

急増して３万人を超え、その後も高い水準で推移しています。

このような状況をふまえ、国は平成18(2006)年に「自殺対策基本法」を施行する

とともに、平成19(2007)年には政府の自殺対策の指針となる「自殺総合対策大綱」

を閣議決定しました。

本県においては、平成21(2009)年３月に、自殺対策を総合的かつ効果的に推進す

るための基本方針として、三重県自殺対策行動計画を策定しました。

 三重県自殺対策行動計画に基づき、平成21(2009)年度から平成24(2012)年度まで

の４年間、県民一人ひとりが命の大切さを認識し、自殺予防の主役となり、人とひ

とのつながりで「生きやすい社会」の実現をめざして、自殺の予防、危機対応、事

後対応の段階ごとの取組を実施してきました。

（２）三重県自殺対策行動計画の評価と課題

三重県自殺対策行動計画では、人とひとのつながりで「生きやすい社会」の実現

をめざして、さまざまな主体で自殺対策に取り組んできました。

計画期間中の主な成果は次のとおりとなっています。

● 自殺対策の推進体制の充実のため、市町に自殺対策担当窓口の設置を働きか

け、計画期間中に全市町に設置されました。

● 平成21(2009)年度に国から交付された地域自殺対策緊急強化基金を活用し、

自殺予防の普及啓発、ハイリスク者（多重債務者、失職者等）への相談体制

の整備を図りました。また、市町・民間団体においても、地域自殺対策緊急

強化基金を活用し、啓発事業や人材育成事業などを推進してきました。

● 平成23(2011)年度には、地域における自殺対策が総合的に推進できるよう三

重県こころの健康センター内に、三重県自殺対策情報センター（以下「自殺

対策情報センター」という。）を設置し、自殺対策に関する情報提供や技術

支援を行いました。

● 自殺対策情報センターを中心として、各保健所、市町等において、地域力を

生かした自殺対策を推進するため、自殺予防について正しい知識を持ち、身

近な人の変化に気づき、自殺を考えている人、悩んでいる人を相談窓口等へ

つなぐ人材（メンタルパートナー）の養成や、各地域において、保健所、市

町、関係機関、民間団体等からなる「地域自殺・うつ対策ネットワーク組織＊」

の設置を進めました。
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このように、計画期間中に、自殺対策を推進するための事業の増加、相談窓口の

充実等が図られ、県内において自殺対策に取り組む基盤が整えられました。

一方、県民に身近な行政などのさまざまな相談窓口の担当者が、自殺対策の視点

を持って、相談者が背景に抱える問題を適切に理解することや、関係機関や民間団

体と連携して支援することなどの支援者の資質向上や、関係機関・民間団体とのネ

ットワークの構築がまだ十分でないという課題があります。

そのほか、平成23(2011)年の本県における自殺死亡率＊は19.8と、全国と比べて

低いものの、三重県自殺対策行動計画の数値目標とされていた平成24(2012)年の自

殺死亡率を18.8以下にすることは困難な見通しです。

また、本県の過去からの自殺者数の推移をみると、平成10(1998)年以降、依然高

い状況が続いており、今後も引き続き対策を講じる必要があります。

（３）第２次三重県自殺対策行動計画の策定

これまでの自殺対策に関する施策の推進状況や、平成24(2012)年８月に見直され

た「自殺総合対策大綱」をふまえ、本県を取り巻く社会環境の変化に応じた自殺対

策を総合的かつ計画的に推進することを目的に、第２次三重県自殺対策行動計画を

策定します。

本計画では、これまで整備された本県の自殺対策推進体制の基盤を活用し、地域

の絆を生かすことにより、県民一人ひとりが命の大切さを認識し、自殺予防の主役

となるとともに、人とひとのつながりをさらに強化することによって「尊い命が自

殺で失われない社会」の実現をめざします。

２ 計画の位置づけ

● 本計画は、自殺対策基本法第４条（地方公共団体の責務）の規定に基づき、本

県の状況に応じた自殺対策の推進を図るために策定するものです。

● 国が推進すべき自殺対策の指針を定めた自殺対策基本法に基づく「自殺総合対

策大綱」との整合を図っています。

● 本県の長期的な戦略計画であるみえ県民力ビジョンや、三重県保健医療計画、

三重の健康づくり基本計画との整合を図っています。
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（図１－１）第２次三重県自殺対策行動計画と関連計画等の関係

３ 計画の期間

平成25(2013)年度から平成29(2017)年度までの５年間とします。

４ 計画の目標

三重県自殺対策行動計画における数値目標は、これまでの「自殺総合対策大綱」

の数値目標をふまえ、本県の平成19(2007)年の自殺死亡率を平成28(2016)年までに

20％以上減少させるとし、「平成24(2012)年の自殺死亡率を18.8以下にする」こと

としていました。

本計画においても、三重県自殺対策行動計画の数値目標を引き継いで設定するこ

ととし、本計画の数値目標（全体目標）は、「平成28(2016)年厚生労働省人口動態

統計の本県における自殺死亡率を16.1以下にする」こととします。

さらに、各取組の進捗管理を行い、計画を実行性のあるものにするため、取組ご

との評価指標を定めます。

なお、目標値は計画の最終年度（平成29(2017)年度）における直近値として設定

していますが、関連計画の計画期間などに合わせ、別の時期を設定している指標が

あります（目標値欄に設定年度を記載しています。）。これらの指標については、設

定年度における目標の達成状況などをふまえ、それ以降の新たな目標値を設定しま

す。

参考：平成24(2012)年８月に閣議決定された「自殺総合対策大綱」の数値目標は、

これまでの「自殺総合対策大綱」を引き継ぎ、平成28(2016)年までに自殺死

亡率を平成17(2005)年と比べて20％以上減少させることとされています。

三重県国

みえ県民力ビジョン

第２次三重県自殺対策
行動計画

三重県保健医療計画

三重の健康づくり基本計画

自殺対策基本法

自殺総合対策大綱
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３ 性別・年齢階級別による自殺の状況

○ 本県の平成23(2011)年の性別・年齢階級別自殺者数は、男性では35～39歳で高

くなり、55～59歳でピークを示しています。一方、女性は年齢階級ごとに増減

はあるものの、男性のような明確なピークはみられません。

 （図２－６）三重県の平成23年性別・年齢階級別自殺者数

○ 平成18(2006)～22(2010)年の性別・年齢階級別自殺死亡率は、男性では40歳以

上に高い傾向がみられます。女性では男性ほど明確な差はみられませんが、70

～84歳は高い傾向がみられます。また、29歳以下の若い年齢階級においては、

男女ともに20～24歳の自殺死亡率が高くなっています。

 （図２－７）三重県の平成18～22年性別・年齢階級別自殺死亡率 （注）
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第３章 自殺対策の方針

自殺の原因・動機は複雑ですが、自殺を図った人の直前のこころの健康状態をみ

ると、その背景要因として、多くがうつ病などの精神疾患にかかっていると言われ

ています。

精神疾患患者における自殺の危険率は、そうでない人より高いこともわかってお

り、自殺と精神疾患の関連性は深いと言えます。

また、私たちの日常の暮らしの中には、人間関係、健康問題、経済問題、社会的

孤立など多くの生活のしづらさがあり、各世代にストレス・精神疾患を引き起こす

事象が存在します。

本計画では、世代別のこころの健康課題や自殺の危険因子である精神疾患と、そ

れに付随する背景要因を抱える人びとに対し、これまでに整備された自殺対策推進

体制の基盤を活用することにより支援を行います。

１ 自殺対策における基本認識

（１）自殺は、その多くが追い込まれた末の死です

自殺に至る心理は、さまざまな悩みが原因で心理的に追い詰められ、自殺以外の

選択肢が考えられない状態に陥ってしまうこと、社会とのつながりの希薄化や生き

ていても役に立たないという役割喪失感、また与えられた役割の大きさに対する過

剰な負担感などから、危機的な状態にまで追い込まれてしまうという過程と見るこ

とができます。

また、自殺を図った人の直前のこころの健康状態をみると、多くがさまざまな悩

みにより心理的に追い詰められた結果、うつ病、アルコール依存症などの精神疾患

を発症しており、これらの精神疾患の影響等により正常な判断を行うことができな

い状態となっていたことが明らかになっています。

自殺は、個人の自由な意思や選択の結果ではなく、その多くが追い込まれた末の

死です。

（２）自殺は、その多くが防ぐことができる社会的な問題です

心理的な悩みを引き起こすさまざまな要因に対する社会の適切な介入により、ま

た、自殺に至る前のうつ病などの精神疾患に対する適切な治療により、多くの自殺

は防ぐことができることから、自殺は社会的な問題と言えます。

（３）自殺を考えている人の多くは何らかのサインを発しています

「死にたい」と考えている人も、こころの中では「生きたい」という気持ちとの

間で激しく揺れ動いており、不眠、原因不明の体調不良など自殺の危険を示すサイ

ンを発している場合も多くあります。

しかし、自殺を図った人の家族や職場の同僚など身近な人でも、自殺のサインに
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気づきにくい場合もあるので、身近な人に加えて、それ以外の人が自殺のサインに

気づき自殺予防につなげていくことも必要です。

（４）自殺は誰でも起こりうる身近な問題です

多くの人は、自分は自殺と関係がないと考えがちですが、実際は自分や家族、職

場の同僚など身近な人が当事者になる可能性があります。

平成24(2012)年１月に内閣府が実施した意識調査によると、国民のおよそ20人に

１人が「最近１年以内に自殺を考えたことがある」と答えており、自殺は一部の人

の問題ではなく、誰もが当事者となり得る重大な問題であり、社会全体でその対策

に取り組む必要があります。

２ 自殺対策の取組方針

（１）対象を明確にした取組を実施します

① 各世代における課題への対応

こころの健康課題や自殺に至る経緯、また、その結果としての自殺死亡率は世

代ごとに異なります。

従って、その対策の方法や対策を実施するにあたって連携が必要な関係機関・

民間団体も世代ごとに異なるため、各世代の自殺の特徴とその課題をふまえた取

組を進めます。

② 全ての世代に共通する課題への対応

自殺の背景要因のうち、全ての世代に共通する課題、特に自殺に強い影響を及

ぼす課題として、「うつ病などの精神疾患対策」、「自殺未遂者支援」、「遺族支援」

に取り組みます。

（２）地域の実情に応じた自殺対策を推進します

自殺の発生状況や人口構造などは地域により異なることから、自殺対策は、地域

の実情に応じたものであることが重要です。

本県においても、自殺者数や自殺死亡率に県内で地域差があり、健康不安や生活

不安を抱えていることが比較的多いとされている高齢者の増加や、人とひとが離れ

ていることにより住民が孤独感を感じる場合があるなど、自殺の背景にある事情も

地域により異なります。

こうした地域の実情に応じた効果的な自殺対策を推進します。

（３）関係機関・民間団体と連携しながら取り組みます

自殺対策または遺族支援を標榜していなくても、生活相談や就労支援など実質的

に自殺の危険因子を多く抱えた人たちの支援をしている既存の取組が存在します。

これらの取組を行う関係機関・民間団体と連携を深めることで、自殺対策の強化を

図ります。
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（４）自殺対策を担う人材を育成します

多重債務問題、労働問題、家庭問題などの相談に携わる専門家は、相談者の訴え

に対応するだけでなく、その背景にあるさまざまな問題を聴き取り、必要に応じて

自分の専門分野以外の専門家と連携し、問題の解決に向けた包括的な支援を提供す

る必要があります。

また、悩みや困難を抱えている人に気づき、孤立を防ぎ、適切な支援につなげる

のは身近な人の役割です。

このように、自殺を防ぐためにはできるだけ多くの人が自殺に対する基礎知識を

持つことにより、社会全体で関わって孤立を防ぐことが大切です。

そこで、本計画では、保健、医療、福祉、教育、法律、労働などの専門家のほか、

民間団体、身近な人たちそれぞれが自殺対策を担うことができるよう人材育成に取

り組みます。

（５）相談窓口および自殺対策に関する情報を提供します

自殺は、その多くが追い込まれた末の死であることから、悩みや困難を抱えた人

が適切な支援にたどり着けるよう、相談窓口をわかりやすく周知していく必要があ

ります。

また、効果的な自殺対策を進めるには、各地域で課題を分析しつつ、その地域の

実情に応じた対策や取組が必要です。

地域の実情に応じた自殺対策を推進できるよう、市町をはじめ関係機関・民間団

体等に必要な情報を提供していきます。

（６）施策の進行管理と評価を実施します

本計画における自殺対策の取組の最終目的は、「尊い命が自殺で失われない社会」

を実現することであり、全体目標は自殺死亡率を減らすこととしています。

しかし、地域の自殺死亡率の減少を考えるとき、人口規模が小さい地域は、一人

の自殺者により地域の自殺死亡率が大きく変動します。

このため、地域の自殺死亡率だけを用いて、地域の自殺対策を正確に評価するこ

とは困難な場合があります。

そこで、本計画では、全体目標に加えて、それぞれの施策について評価指標を設

定し、それらの進捗管理を行うことにより、施策が効果的に実施されているかどう

かを確認しながら取り組みます。
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第４章 今後の取組

１ 対象を明確にした取組

（１）世代別の取組

① 若 年 層

全国的に、いじめ等による生徒学生の自殺や、就職をめぐる困難を苦にした若

者の自殺が社会問題となっています。

若年層にあたる思春期・青年期は、子どもから大人へ成長していく時期であり、

また、社会に出ていくために必要なことを学ぶ時期であるため、さまざまな悩み

も生じ、こころも不安定になりがちです。

近年、全国の状況として、若年層の自殺は増加傾向を示しており、本県でも同

様の傾向です。

（図４－１）全国の年齢階級別自殺死亡率 （注）（平成13～17年と平成18～22年との比較）

（注）平成13～17年、平成18～22年のそれぞれ５か年を対象とした、１年あたりの自殺死亡率です。

（図４－２）三重県の年齢階級別自殺死亡率 （注）（平成13～17年と平成18～22年との比較）

（注）平成13～17年、平成18～22年のそれぞれ５か年を対象とした、１年あたりの自殺死亡率です。

４５

４０

３５

３０

２５

２０

１５

１０

５

０

０～１４歳 １５～２４ ２５～３４ ３５～４４ ４５～５４ ５５～６４ ６５～７４ ７５歳以上

平成１３～１７年 平成１８～２２年（人口１０万人あたり）

４５

４０

３５

３０

２５

２０

１５

１０

５

０

０～１４歳 １５～２４ ２５～３４ ３５～４４ ４５～５４ ５５～６４ ６５～７４ ７５歳以上

平成１３～１７年 平成１８～２２年（人口１０万人あたり）

出典：自殺予防総合対策センター「自殺対策のための自殺死亡の地域統計」、総務省「人口推計」

出典：三重県「みえの健康指標」
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◆めざすべき姿

若年層が、問題に直面した際に周囲に必要な援助を求めることができています。

また、家庭、学校、地域など身近な場所で必要な支援を受けることができる環

境があります。

評価指標

（注）目標値は平成24年５月１日現在の学校数をもとに算出しています。

◆取組内容

・命の大切さや、ありのままの自分が尊重されるべきかけがえのない存在である

ことを子どもたちに伝える取組や、困った時には周囲に助けを求めることが大

切であることを伝える取組等が、県内各地域の実情に応じて一層推進されるよ

う、人材育成や情報提供などを行います。

・家族の絆を深めるために、親子がお互いを思いやるきっかけを提供するととも

に、企業、団体等さまざまな主体と連携し、家族の絆が深まるようなフェステ

ィバルの開催等を通じ、子どもの育ちを見守り支える取組を進めます。

・子ども専用の相談電話を設置し、悩みを抱える子どもに寄り添い、解決に向け

て支えるとともに、専門的な対応によって解決すべき事案などには関係機関が

連携して対応します。

・子どもがいつでも不安や悩みを相談できるよう、子どもの不登校、いじめなど

を含むこころの問題について、心理職、福祉職、教員等による面接相談、電話

相談を実施するとともに、これらの相談窓口を周知します。

・思春期ピアサポーターを養成し、相談できる仲間づくりを促進します。

・小・中・高等学校に、スクールカウンセラーを配置したり精神科医、臨床心理

士等を派遣したりすることにより、児童生徒へのカウンセリングや保護者、教

職員に助言・援助を行うなど、校内の教育相談体制の充実に向けた取組を進め

ます。

項 目

公立小・中・高等学校のスクールカウンセ

ラー配置校割合

思春期ピアサポーター養成数 *

現状値

Ｈ２３年度

目標値

Ｈ２９年度

４３．２％

―

９６．４％ （注）

１２０人

（Ｈ２７年度）
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・小・中・高等学校において、福祉的なアプローチが必要な児童生徒を支援する

ため、県教育委員会に配置しているスクールソーシャルワーカーを学校へ派遣

し、課題の解決にあたります。

・各地域において不登校児童生徒への支援の中核となっている各教育支援センタ

ー（適応指導教室）の指導員を対象に実践交流会を実施し、指導員の資質向上

と不登校児童生徒に対する支援の充実を図ります。

・本県の総合的な教育相談体制の充実に向けて、専門性のある相談員（臨床心理

士等）による面接相談、電話相談、巡回相談を行うとともに、各学校や教育支

援センター（適応指導教室）への支援を充実します。

・学校において教職員が、子どものこころの状態を的確に把握し、寄り添い、効

果的な支援ができるよう、教育相談研修等を実施します。

・学校や児童生徒のメンタルヘルスに関する課題に対して、「メンタルヘルス支

援チーム＊」を学校の要望に応じて派遣し、教職員への指導助言や講話、講演

などの実践事業を行います。

・児童生徒の自殺（未遂）事案が発生した場合は、事実確認や原因の把握を行い、

適切な対応がなされるよう学校に対して指導・助言等を行うとともに、スクー

ルカウンセラー等の緊急派遣による支援を行います。

・携帯電話やインターネット等に起因する犯罪から児童生徒を守るため、保護者

に対してフィルタリングサービス等についての理解と活用を呼びかけ、その普

及に取り組むとともに、児童生徒の情報モラルの向上を図ります。

・人権教育の充実により、子ども、教職員、地域住民一人ひとりが人権感覚あふ

れる学校づくり・人権尊重の地域づくりの主体者として行動できるよう取組を

進めます。

・精神疾患への理解や相談窓口の普及を図るため、三重県立こころの医療センタ

ーにおいて、精神科における「早期発見・早期支援・早期治療」の拠点として

運営されている「ユース・メンタルサポートセンターMIE（YMSC-MIE）＊」と

学校等が連携して生徒への精神保健授業や教職員への啓発などを実施します。
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・自殺企図＊した若者に対し、YMSC-MIE、教育、医療、警察などで構成される

心のケアチームによるアウトリーチ型支援＊を行います。

・YMSC-MIEの「若者支援専門外来（YAC）＊」において、メンタルヘルスの課題

を持つ若者やその家族などのために、専門相談や早期支援を行います。

・三重県こころの健康センターにおいて、ひきこもりの問題を抱える若者や家族

に対し、電話や面接による相談、家族教室や研修会の開催、支援情報の提供な

どを行います。

・若者の就業促進のため、国等と連携して運営する「おしごと広場みえ＊」におい

て、求人求職情報の提供や職業相談、各種就職セミナー等を実施します。また、

おおむね40歳未満の未就業者やその家族などに対して、県内に４か所ある地域

若者サポートステーション＊において職業的自立に向けた支援を行います。

・被虐待体験は自殺の危険因子であることから、子どもを虐待から守るため、児

童相談所職員の法的対応力や市町職員の相談対応力等の向上を図るとともに、

児童相談所が児童虐待の専門機関として困難事例への対応や、市町の実情に応

じた助言等の支援を行い、本県全体の児童虐待対応力を強化します。

・若年層の妊産婦等を対象に、育児不安等の軽減を図るため、妊娠中から市町や

産婦人科医・小児科医・精神科医などと連携して支援を進めます。また、市町

の乳児訪問等において産後うつチェックシートを活用するなど、産後うつ病の

早期発見に取り組むとともに、母親・両親教室において産後うつに関する啓発

を実施します。

・薬物依存問題に対し、児童生徒を対象とした薬物乱用防止教室や啓発活動を実

施するなど、向精神薬＊等の誤用・乱用防止に向けて取り組みます。

・薬局薬剤師による向精神薬等の乱用が疑われる患者への声掛けや、処方医への

疑義照会を通じた情報提供を行い、過量服用の防止に努めます。

・精神障がいのある親と暮らす子どもは、自身の置かれた境遇を誰にも言えずに

抱え込むことが多いため、そうした子どもが安心して思いを吐露できる場を提

供し、精神的支援を行います。
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② 中 高 年 層

自殺予防総合対策センターが実施した心理学的剖検＊による実態調査によると、

自殺で死亡した中高年の男性有職者の多くが、アルコール依存症の診断に至らな

いまでも、自殺前の１年間に身体やこころに影響が生じるほどの飲酒や、飲酒に

よる対人関係のトラブルなどアルコールと関連した問題を抱えていたことがわか

っています。

また、こうした人たちの中には、不眠やうつ病などを併発している人が多く認

められています。

（図４－４）

年齢階級別自殺死亡前の１年間におけるアルコール関連問題の有無

（図４－５）

自殺死亡前の１年間におけるアルコール関連問題を有した自殺者の職業の有無

アルコール関連問題群 非アルコール関連問題群

０．０％ ２０．０％ ４０．０％ ６０．０％ ８０．０％ １００．０％
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５７．１％

５０．０％
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１０代

２０代

３０代

４０代

５０代

６０代

７０代

（Ｎ＝４）

（Ｎ＝１６）

（Ｎ＝１９）

（Ｎ＝１４）

（Ｎ＝１２）

（Ｎ＝６）

（Ｎ＝５）

有職者 無職者

０．０％ ２０．０％ ４０．０％ ６０．０％ ８０．０％ １００．０％

（ｎ＝１６）

９３．７％

（１５）

６．２％

（１）

出典：赤澤正人，他． アルコール関連問題を抱えた自殺既遂者の心理社会的特徴：

心理学的剖検を用いた検討,日本アルコール･薬物医学会雑誌. (2010).より作成

出典：赤澤正人，他： アルコール関連問題を抱えた自殺既遂者の心理社会的特徴：

心理学的剖検を用いた検討,日本アルコール･薬物医学会雑誌. (2010).より作成



◆現状と課題

本県において、30～59歳の男性の自殺者数は、平成10(1998)年の急増後、自殺

者数全体の約５割を占め、自殺死亡率も依然高い状態が続いています。

40～59歳は、男女ともに他の年代に比べストレスや悩みを抱える人の割合が高

くなっています。

中高年層のストレスの原因をみると、男性では仕事に関すること、女性では家

族・家庭に関することの割合が高くなっています。

また、40～59歳において、男女ともに他の年代に比べ、「睡眠で休養がとれて

いないと感じる人」の割合が高く、特に中高年の男性は、「眠るためにアルコー

ルを飲んでいる割合」が他の年代より高い傾向にあります。アルコールに影響さ

れた状況では、ストレスを適切に解消することや、悩みを解消することが難しく

なり、不眠症やうつ病を悪化させることが知られています。

さらに、不眠症やうつ病の悪化だけでなく、アルコールに影響された状態では、

衝動的に自殺という行動を起こしやすくなる危険があります。

このため、一定量以上のアルコール摂取が自殺の危険性を高めること、また、

不眠症やうつ病を悪化させることについて、広く啓発し、過剰なアルコール摂取

の問題を予防・改善していく必要があります。

このほか、男性はストレスを抱え込みやすい、女性は出産や更年期においてこ

ころの健康を損ないやすいなどの特徴をふまえ、これらの問題に対する相談窓口

の充実が重要です。

家庭や地域においては、周囲の人に相談したり、見守りができたりする関係づ

くりが必要です。職場においても、予防から復職支援まで一貫したメンタルヘル

ス対策を推進するとともに、労働者同士が相互に信頼関係を築けるような職場環

境の整備が望まれます。

（図４－６）最近１か月間のストレスや悩みの有無（男性・年齢階級別）

出典：三重県「三重県県民健康意識調査」平成24年３月
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７５歳以上

有 無
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26

８５．０％

８５．３％

７１．３％

６４．０％

５７．０％

６３．９％

１５．０％

１４．７％

２８．７％

３６．０％

４３．０％

３６．１％
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（図４－７）最近１か月間のストレスや悩みの有無（女性・年齢階級別）

（図４－８）最近１か月間のストレスや悩みの原因（男性・年齢階級別）

（図４－９）最近１か月間のストレスや悩みの原因（女性・年齢階級別）

出典：三重県「三重県県民健康意識調査」平成24年３月

２０～３９歳

４０～５９歳

６０～６４歳

６５～６９歳

７０～７４歳

７５歳以上

有 無

０％ ２０％ ４０％ ６０％ ８０％ １００％

８８．９％

９１．３％

７８．１％

７０．４％

７０．０％

５５．６％

１１．１％

８．７％

２１．９％

２９．６％

３０．０％

４４．４％

８０％

７０％

６０％

５０％

４０％

３０％

２０％

１０％

０％

２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳 ７０～７９歳

家族・家庭 健康 経済・生活 仕事 男女関係 学校 その他 特にない

５５．４％

７１．６％ ６９．９％

５９．７％

２７．７％

１０．５％

７０％

６０％

５０％

４０％

３０％

２０％

１０％

０％

２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６９歳 ７０～７９歳

家族・家庭 健康 経済・生活 仕事 男女関係 学校 その他 特にない

３７．０％

５７．１％
６２．３％

５６．９％

４４．９％

３１．３％

出典：三重県「三重県県民健康意識調査」平成24年３月

出典：三重県「三重県県民健康意識調査」平成24年３月
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（図４－10）

最近１か月間で、眠るためにアルコールを飲んでいる割合（男性・年齢階級別）

◆めざすべき姿

中高年層がストレスへの対処ができ、困った時には、問題の解決に向けて、周

囲に相談することができています。

また、家族や同僚など身近な人による、中高年層に対する見守り体制ができて

います。

特に中高年男性は、アルコールと不眠、うつ病、自殺について正しい知識を持

ち、適切な対処法を身につけ、不眠が治らないときには、医療機関で適切な治療

を受けることができています。

評価指標

項 目

県（保健所・自殺対策情報センター等）・

市町におけるストレス対策、アルコール、

うつに関する研修会の実施数

メンタルヘルス対策取組事業場割合

現状値

Ｈ２３年度

目標値

Ｈ２９年度

９４回

４８．３％

１２０回

８０．０％

眠るためにアルコールを用いる男性の場合 ２４．３％ ２０．０％

出典：三重県「三重県県民健康意識調査」平成24年３月

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０～７９歳

０％ ５％ １０％ １５％ ２０％ ２５％ ３０％ ３５％

８．７％

２３．１％

３２．８％

２８．６％

２１．４％

１８．８％



29

◆取組内容

・自殺予防週間（９月10日から１週間）や、自殺対策強化月間（３月）、健康講座

の開催時などあらゆる機会を通じ、ストレス、うつ、アルコールなど自殺に追

い込まれるさまざまな問題に対する対処法や知識の普及啓発、相談窓口の周知

を行います。

・三重県立こころの医療センターにおいて、アルコール依存症患者および家族の

ニーズに対応するため、外来通院医療として、アルコール専門デイケア、家族

相談、家族研修会等を実施します。また、アルコール依存症治療に関する専門

的な研修を履修したスタッフによるアルコール依存症治療プログラムを提供し

ます。

・三重県こころの健康センターにおいて、アルコールをはじめ、薬物やギャンブ

ル等依存症全般についての電話や面接による相談、家族教室や研修会の開催、

支援情報の提供等を実施します。

・事業所のメンタルヘルス対策を進める上での課題、悩みなどに対し、事業所へ

の個別訪問、「労働者のこころの健康の保持増進のための指針」などメンタル

ヘルス対策の普及啓発、産業保健に関わる人材育成のための研修会等を実施し

ます。

・身近な窓口で相談を受けられる体制を整えるとともに、ホームページ、リーフ

レット等を活用し、関係機関や民間団体が実施している各種相談窓口の周知を

行います。

・三重県経営者協会や三重県労働者協会等において、労働相談をはじめとする各

種相談に対応する相談会を県内各地で開催します。また、企業経営者や人事・

労務担当者のメンタルヘルスへの理解を促すため、研修会の実施や啓発用冊子

の配布などに取り組みます。

・多重債務問題に対して、三重弁護士会、三重県司法書士会等の関係機関や市町

と連携して相談対応を行います。また、研修会やシンポジウム等の開催により、

支援機関同士の相互理解や連携の強化を図ります。そのほか、三重県警察本部

は、ヤミ金融業者を撲滅するため、取締りを推進します。

・失業者が自殺に追い込まれないよう、生活困窮者への生活支援費の貸付を実施

するとともに、生活保護の適切な実施と生活保護受給者の自立支援を促進しま

す。また、地域住民による見守りや、支え合い活動を促進し、生活困窮者等の

社会的孤立を防ぎます。
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③ 高 齢 者 層

自殺予防総合対策センターが実施した心理学的剖検による実態調査によると、

自殺で死亡した高齢者の多くがうつ病をはじめとする精神疾患にかかっていたに

もかかわらず、治療につながっていた人はごくわずかでした。

高齢者の自殺死亡率は、減少傾向にあるものの依然として高い値を示しており、

高齢者の自殺対策にさらに取り組んでいく必要があります。

◆現状と課題

本県の自殺者に占める60歳以上の割合は約４割と、依然として高い傾向が見ら

れます。

また、本県における65歳以上の高齢者の割合は 24.3％、75歳以上では 12.0％

(平成22(2010)年国勢調査)を占めています。

 高齢者のうつ病は、典型的な精神症状が目立たず、「疲れやすい」、「身体のあち

こちが痛む」など、身体症状を訴えることが多く、また、抑うつ気分を否定する

こともあることから、見落とされがちです。

 このため、高齢者の自殺予防とうつ病の早期発見のためには、高齢者本人にう

つ病の正しい知識や相談窓口の周知を行うとともに、周囲の身近な人が早い段階

で高齢者の心身の変化に気づき、適切な支援や治療に結びつけることができる体

制づくりが求められます。

 さらに、高齢者のひきこもりを防止し、生きがいづくりを支援することも自殺

予防につながると考えられます。

 要支援・要介護高齢者数は年々増加し、本県における介護サービスの利用者は

介護保険制度開始当初（平成12(2000)年度）の約3.9万人から、平成22(2010)年度

では約8.2万人と約２倍に増加しています。

 年齢が高くなると認知症の出現率が急増し、平成24(2012)年現在の全国の認知

症高齢者数は305万人（平成24(2012)年厚生労働省推計）と言われています。この

ほか、高齢者の増加、家族形態の変化により、一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦

のみの世帯も年々増加し、老老介護が増えることが見込まれます。

 今後、要支援・要介護高齢者や認知症高齢者等の増加により、介護する家族の

負担が増し、介護疲れによる心身の不調を訴える家族が増えることも懸念されま

す。

 このため、高齢者およびその家族に対する地域での見守りなど支援体制の充実

が必要です。
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◆めざすべき姿

 高齢者のうつ病が早期に発見され、適切な治療に結びつくことができる体制が

整えられています。

 高齢者は生きがいを持って長寿を楽しめ、介護が必要になっても住み慣れた地

域で安心して暮らしています。

評価指標

◆取組内容

・健康相談、健康講座などあらゆる機会を通じ、高齢者のうつ病等について、知

識の普及や相談窓口の周知を行います。

・高齢者のうつ病が早期に発見され、適切な支援に結びつくよう、かかりつけ医

に対し、うつ病などの精神疾患についての専門研修会等を実施します。また、

診療情報提供票の活用を促進するなどかかりつけ医と精神科医の連携強化を図

ります。

・老人クラブ活動や地域における介護予防の取組などを支援することにより高齢

者の健康・生きがいづくりを図ります。

・介護者相互の交流会の開催や介護サポーターの養成、家族介護者支援の取組な

どの情報を共有する研修会等の開催など市町の取組を支援します。

・認知症治療や専門医療相談の役割を担う「認知症疾患医療センター」を設置し

ます。

・認知症について正しく理解する「認知症サポーター」を養成し、認知症の人と

その家族を見守ることにより、介護する家族の負担軽減につなげます。

・地域包括支援センターを中心とした高齢者の見守り等のネットワークづくりを

支援します。

項 目

認知症サポーター養成数＊

現状値

Ｈ２３年度

目標値

Ｈ２９年度

６５，５２５人
８０，０００人

（Ｈ２６年度）
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評価指標

◆取組内容

・講演会、リーフレット、ホームページなどを活用し、うつ病などの予防や症状

について知識の普及や精神疾患に対する偏見を取り除く取組を進め、早期相談、

早期受診につなげます。また、認知行動療法＊などの治療方法や、リワーク＊な

ど職場復帰支援についての情報を提供します。

・自殺予防について正しい知識を持ち、身近な人の変化に気づき、自殺を考えて

いる人、悩んでいる人を相談窓口等へつなぐ役割を担うメンタルパートナーを

養成します。また、養成されたメンタルパートナーに対して、スキルアップの

ための研修会等を実施します。

・うつ病は、精神症状以外に身体症状が出ることも多く、内科等のかかりつけ医

を受診することがあるため、かかりつけ医に対し、うつ病などの精神疾患につ

いての専門研修会等を実施します。また、診療情報提供票の活用を促進するな

どかかりつけ医と精神科医の連携強化を図ります。

・自殺予防週間（９月10日から１週間）、自殺対策強化月間（３月）、健康講座の開

催時などあらゆる機会を通じ、ストレス、うつ、アルコールなど自殺に追い込

まれるさまざまな問題に対する対処法や知識の普及啓発、相談窓口の周知を行

います。

・三重県立こころの医療センターにおいて、アルコール依存症患者および家族の

ニーズに対応するため、外来通院医療として、アルコール専門デイケア、家族

相談、家族研修会等を実施します。また、アルコール依存症治療に関する専門

的な研修を履修したスタッフによる、アルコール依存症治療プログラムを提供

します。

・三重県こころの健康センターにおいて、アルコールをはじめ、薬物やギャンブ

ル等依存症全般についての電話や面接による相談、家族教室や研修会の開催、

支援情報の提供等を実施します。

・急に精神疾患を発症した患者や精神疾患が悪化した患者に対応するために、精

神科病院による精神科救急システム＊および24時間精神科医療相談を実施しま

す。

項 目

メンタルパートナー養成数

かかりつけ医等うつ病対応力向上研修受講

者数

現状値

Ｈ２３年度

目標値

Ｈ２９年度

５，２６８人

１８１人

２０，０００人
（Ｈ２６年度）

５４０人
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② 自殺未遂者支援

自殺未遂者は、精神疾患や、失業・多重債務等の社会的な要因などを複数抱え

ていることが多く、救急医療機関と精神科医療機関および関係機関が連携して、

自殺未遂者を包括的に支援する必要があります。

自殺の背景には、少なくとも10～18倍の自殺未遂があること、自殺未遂者・自

傷行為者等の３～12％が、その後に自殺を図り亡くなっているといった調査結果

があるなど、自殺未遂者は再び自殺を図る危険性が高いと考えられています。

自殺のハイリスク者である自殺未遂者が、自殺企図を繰り返さないように支援

を行うことは、自殺対策として取り組むべき重要な課題です。

◆現状と課題

本県の自殺未遂や自傷行為等により救急車で搬送される人数は、年間600人前

後で推移しています。

全国的な状況として、救急医療機関で治療を受けた自殺未遂者の多くが何らか

の精神疾患を有しているにもかかわらず、身体的なケアのみが施され、十分な精

神科医療やさまざまな社会的要因を解消するための支援を受けずに退院している

現状があります。

これは、本人やその家族はもとより、社会全体において自殺未遂を含む自殺や

精神疾患に関する知識が不足していることや、相談機関がわからない、救急医療

機関に人的・時間的な余裕がなく、精神保健の専門家が少ないなどの理由による

ものと考えられます。

そこで、精神科医療を含む地域での適切な相談・支援が自殺未遂者に提供され

る取組が必要です。

（図４－17）三重県の自損 （注）行為による救急車の出場件数および搬送人数の推移

１，０００

９００
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７００
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送
人
数
総
数
に
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め
る
自
損
行
為
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合

６４８

１．０％

９０８

６１７

０．９％

８４１

５９２

０．９％

８３１

６１９

０．９％

９００

５９１

０．８％

８３８

搬送人数総数に占める自損行為の割合 （％）

自損出場件数 （件）

自損搬送人数 （人）

出典：三重県「消防防災年報」

（注）自損とは、自殺未遂や自傷行為等のことです。
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◆めざすべき姿

自殺未遂者やその家族が、救急医療機関や精神科医療機関を含む地域における

各相談機関等の連携による支援を受けることで、再企図が防止されています。

評価指標

◆取組内容

・自殺未遂者への効果的な精神的ケアや支援を行うため、救急医療機関の医療従

事者に対し、資質向上のための研修会等を実施します。

・救急搬送された自殺未遂者が、地域で必要な精神科医療を継続して受けること

ができるよう、救急医療機関と精神科医療機関の連携強化を促進します。

・自殺未遂者やその家族を地域で支援するため、自殺対策情報センター等におい

て、必要な情報をリーフレット、ホームページなどで情報提供します。

・自殺企図者の状況や救急医療機関等による支援状況の実態調査の結果をふまえ、

自殺未遂者支援者研修会の開催、リーフレットの作成など支援体制の充実を図

ります。

・精神科救急輪番病院において、当番日以外の夜間においても自院の患者につい

て、精神科救急情報センターと連携し精神科救急医療体制に協力できる体制の

整備を図ります。

・救急医療体制の充実を図るため、医師修学資金貸与制度の運用を通じて将来県

内医療機関で勤務する医師の確保に努めるとともに、三重県地域医療支援セン

ターを核とした救急医療を担う若手病院勤務医の確保を進めます。

項 目

自殺未遂者支援における人材育成研修受講者数

現状値

Ｈ２３年度

目標値

Ｈ２９年度

― １５０人
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③ 遺 族 支 援

一人の自殺が、少なくとも周囲の５～10人の人たちに深刻な影響を与えるとい

われており、遺族や周囲の人に与える心理的、社会的、経済的影響は計り知れま

せん。

特に遺族は、極めて深刻な影響を受ける場合もあるため、遺族が身近な所で相

談や支援を受けることのできる体制づくりが必要です。

◆現状と課題

本県の自殺者数は、毎年400人前後で推移しており、遺族が年々増加していく

ことを考慮すると、遺族が望む支援ができるよう、保健、医療、福祉、教育、司

法、労働などの関係機関と連携し支援体制を強化していく必要があります。

自殺は、遺族にとって予測しにくい突然の死であることに加えて、自殺に言及

することそのものに対するタブー、自殺の要因に関するさまざまな誤解や偏見が

あるため、遺族は深く傷つき、より複雑な感情を抱くことになります。

自分の家族が自殺したこと自体を周囲に話せずに、一人で苦しみ、地域・社会

から孤立している遺族も多く、また周囲の人たちの不用意な言葉や態度によって、

さらに傷つく、いわゆる“二次被害”を受けることも少なくありません。

そのため、遺族に対して必要な情報を提供し、相談や支援体制の充実を図ると

ともに、県民一人ひとりが遺族のおかれている状況を理解し、自殺や遺族に対す

る社会の偏見や周囲の誤解を解消する取組が必要です。

◆めざすべき姿

県民一人ひとりが、遺族のこころの痛みを理解することができる社会ができて

います。

また、遺族支援体制が整備され、遺族自身が必要と感じた時に適切な支援を受

けることができます。

評価指標

項 目

自死遺族支援のためのリーフレット配布箇所数

現状値

Ｈ２３年度

目標値

Ｈ２９年度

３８３か所 ５００か所

自殺対策情報センターにおける

自死遺族相談件数

２２件 ４０件電話相談

面接相談 ８件 １５件

自死遺族支援における人材育成研修受講者数 ８３人 ２００人
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２ 地域特性への対応

効果的な自殺対策を推進するためには、それぞれの地域における自殺の状況や、

社会的背景など、地域の実情に応じた取組を計画し実施することが重要です。

◆現状と課題

本県の自殺死亡率は、全国と比較し低い値で推移しています。

しかし、県内の状況をみると、一部の地域では全国より自殺死亡率が高くなっ

ています。また、自殺者数も地域で大きく異なります。

平成18(2006)～22(2010)年における１年あたりの自殺者数を性別・保健所管轄

地域別にみると、男性では、最も多かったのは四日市市保健所(46.6人)、次いで

伊勢保健所(43.0人)、少なかったのは尾鷲保健所(9.2人)、熊野保健所(9.6人)と

なっています。女性では、人口は四日市市保健所が最も多いにもかかわらず、最

も自殺者数が多かったのは伊勢保健所(18.6人)でした。次いで四日市市保健所

(17.8人)、少なかったのは尾鷲保健所(4.2人)、熊野保健所(3.4人)となっていま

す。市町別にみると、男女とも四日市市、津市、松阪市、鈴鹿市の順に多くなっ

ています。

 また、平成18(2006)～22(2010)年における本県の標準化死亡比は男性87.4、女

性83.5と、男女ともに、全国(100)より低い値で推移していますが、これを保健

所管轄地域別にみると、熊野保健所および尾鷲保健所は全国よりも高く、特に、

尾鷲保健所の男女、熊野保健所の男性では全国より３割以上高くなっています。

このほか、伊勢保健所および松阪保健所は男女とも県全体の水準より高くなって

います。

市町の状況を保健所管轄地域別にみると、尾鷲保健所および熊野保健所は、男

女とも全ての市町で全国より高くなっています。また、同じ保健所管轄地域でも

市町の自殺の状況に差が見られます。伊勢保健所では、男女とも伊勢市と鳥羽市

を除く市町で、松阪保健所では、男性では多気町、大台町、女性では明和町、大

台町で、比較的低い値であった桑名保健所でも、いなべ市、木曽岬町、川越町で

男女とも全国より高くなっています。

このような自殺の地域差は全国的にも認められ、その背景要因として、地域の

老年人口割合や人口密度などの人口構造、完全失業率や生活保護率などの経済状

況等、さまざまな要因があると言われています。

また、生活上の問題や悩みについての相談窓口や支援機関、精神科医療機関な

ど社会資源についても、地域により整備状況に差があります。

したがって、自殺対策を効果的に推進するためには、それぞれの地域における

自殺の状況や社会資源などを考慮し、地域の実情に応じて地域内における関係機

関や民間団体のネットワークの強化や人材育成等を行うことが重要です。
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◆めざすべき姿

 メンタルパートナーや、地域自殺・うつ対策ネットワーク組織など地域の絆を

生かし、それぞれの地域の実情に応じた自殺対策が推進されています。

評価指標

◆取組内容

・各保健所（県内で９か所）単位に設置された地域自殺・うつ対策ネットワーク

組織を活用し、地域の実情に応じた人材育成、情報交換、困難事例の検討や啓

発等を行うとともに、地域の関係者の顔の見える関係づくりに取り組みます。

・市町や関係機関・民間団体等と連携し、地域の実情や課題に対応した自殺対策

を効果的に推進します。また、市町や関係機関・民間団体等が地域の実情に応

じた自殺対策を推進するための情報提供や技術支援などを行います。

・自殺予防について正しい知識を持ち、身近な人の変化に気づき、自殺を考えて

いる人、悩んでいる人を相談窓口等へつなぐ役割を担うメンタルパートナーを

養成します。また、メンタルパートナーに対して、スキルアップのための研修

会等を実施します。

・地域の実情に応じた自殺対策が進められるよう、自殺対策情報センターが中心

となり、地域の自殺の現状や自殺対策に関する情報収集と提供を行います。

項 目

地域自殺・うつ対策ネットワーク組織設置数

現状値

Ｈ２３年度

目標値

Ｈ２９年度

６か所 ９か所



46

３ 関係機関・民間団体との連携

自殺の背景にはさまざまな要因があり、自殺対策は社会全体で取り組むべき問題

です。

また、自殺対策は行政だけで担えるものではなく、関係機関・民間団体との連携

強化や活動に対する支援、協力を行っていく必要があります。

◆現状と課題

認定特定非営利活動法人三重いのちの電話協会＊や国際ビフレンダーズ熊野自

殺防止センターにおける電話相談・ボランティアの育成など、県内には自殺対策

に関わる重要な活動を行っている民間団体があります。

また、これまでの計画期間中に県内各地において、市町や関係機関・民間団体

により、自殺対策と標榜していなくても、実質的に自殺の背景要因となる問題に

対するさまざまな取組が行われるようになってきました。

しかし、まだその連携が十分でないという課題があります。

自殺対策に包括的に取り組むために、関係機関・民間団体との連携を強化し、

きめ細かで継続性のある支援が提供できる体制を整える必要があります。

◆めざすべき姿

県、市町、関係機関・民間団体が連携して、社会全体で自殺対策を推進する仕

組みができています。

評価指標

項 目

民間団体と連携して自殺対策事業を実施した県

（保健所・自殺対策情報センター等１０か所）・

市町（２９か所）数 〔計３９か所中〕

民間団体と県（保健所・自殺対策情報センター

等）または市町が連携した自殺対策事業数

現状値

Ｈ２３年度

目標値

Ｈ２９年度

１６か所

５５事業

３９か所

８０事業
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４ 自殺対策を担う人材の育成

自殺には、経済・生活問題、健康問題、家庭問題など、複雑でさまざまな要因が

背景にあります。

このような困難を抱えた人を、適切な支援につなげる身近な人の存在が求められ

ています。

一方、自殺の危険が高まっている人への危機介入は、専門的な知識や技術が必要

となります。

◆現状と課題

本県では、平成23(2011)年度から自殺予防について正しい知識を持ち、身近な

人の変化に気づき、自殺を考えている人、悩んでいる人を相談窓口等へつなぐ役

割が期待される人材としてメンタルパートナーを養成しています。

地域の絆を生かすことにより、県民一人ひとりが命の大切さを認識し、自殺予

防の主役となるとともに、人とひとのつながりをさらに強化することによって「

尊い命が自殺で失われない社会」の実現を図るために、さらにメンタルパートナ

ーを養成していく必要があります。

また、保健、医療、福祉、教育、司法、労働などのさまざまな分野の関係者や、

民間団体で活動している関係者に対し、自殺の危険性の高い人への早期介入、気

づいたときの対応方法などについて知識の普及に努め、包括的な支援体制の整備

を図る必要があります。

◆めざすべき姿

多くの人が、自殺に対する正しい知識を持ち、社会全体で自殺の危機が高まっ

ている人を支える仕組みができています。

評価指標

◆取組内容

・自殺予防について正しい知識を持ち、身近な人の変化に気づき、自殺を考えて

いる人、悩んでいる人を相談窓口等へつなぐ役割を担うメンタルパートナーを

養成します。また、メンタルパートナーに対しスキルアップのための研修会等

を実施します。

項 目

メンタルパートナー指導者養成数

現状値

Ｈ２３年度

目標値

Ｈ２９年度

３８１人
５５０人

（Ｈ２６年度）
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・メンタルパートナー養成研修の講師を担うメンタルパートナー指導者をさらに

養成し、資質の向上を図ります。

・メンタルパートナー指導者が、メンタルパートナー養成研修を実施するだけで

なく、地域の自殺対策の牽引役として役割が果たせるようメンタルパートナー

指導者に対する研修会等を実施します。

・行政や関係機関などの相談窓口担当者を対象に、自殺対策を担う人材のネット

ワークの強化や資質向上を目的とした研修会等を実施します。

・かかりつけ医等のうつ病などの精神疾患の診断や治療技術の向上のための研修

会等を実施します。

・地域における自死遺族支援を充実するため、関係機関や民間団体の関係者に対

し、連携やグリーフケアの必要性、自死遺族の集いの運営などについて研修会

等を実施します。

・自殺を考えている人や悩んでいる人の直接支援にあたる従事者が、困難や悩み

を抱え込まないための支援を行います。

・自殺未遂者への効果的な精神的ケアや支援を行うため、救急医療機関の医療従

事者に対し、資質向上のための研修会等を実施します。
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５ 情報収集と提供

自殺は、経済・生活問題、健康問題、家庭問題などさまざまな要因により追い詰

められ、自殺以外の選択肢が考えられない状態に陥ってしまうなど、その多くは追

い込まれた末の死であると言えます。

これらの悩みや困難を抱えた人が支援を受けられるよう、必要な情報をわかりや

すく提供していく必要があります。

また、効果的な自殺対策を進めるには、地域における自殺の実態や地域の実情に

応じた取組が進められることが重要です。

◆現状と課題

三重県自殺対策行動計画期間中に、県内において自殺の背景や原因となるさま

ざまな悩みや困難に対する相談支援体制の充実など、自殺対策に取り組む基盤が

整えられました。

しかし、自殺者数は依然高い状態が続いており、継続した取組が必要です。

このため、悩みや困難を抱えた人が、相談や必要な支援を受けられるよう、リ

ーフレットの配布や広報・ホームページへの掲載など、さまざまな媒体を活用し、

わかりやすく具体的に、対処方法や相談窓口を周知していく必要があります。

また、市町をはじめ関係機関・民間団体が、地域の実情に応じた効果的な自殺

対策を進められるよう、自殺対策に必要な統計データや先駆的な取組などの情報

提供を行う必要があります。

◆めざすべき姿

悩みや困難を抱えた人が、その解決を図るために、必要な情報を身近な所で入

手することができる環境が整っています。

また、各地域で、その地域の実情に応じた自殺対策が行われています。

評価指標

◆取組内容

・相談窓口の一覧表や支援情報などを掲載したパンフレットの配布やホームペー

ジ・広報誌への掲載など、悩みや困難を抱える人が必要な支援を受けられるよ

う情報提供を行います。

・市町や関係機関・民間団体と連携し、きめ細かな啓発活動を継続していきます。

特に、自殺予防週間（９月10日から１週間）や、自殺対策強化月間（３月）にお

項 目

自殺対策情報センターホームページの

アクセス件数

現状値

Ｈ２３年度

目標値

Ｈ２９年度

４，８８６件 ７，５００件
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いては、集中的に啓発活動を行います。

・自殺対策情報センターが中心となり、地域の自殺の現状や自殺予防対策に関す

る情報収集と提供を行います。
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第５章 計画の推進体制と進行管理

１ それぞれの役割

「自殺で尊い命が失われることのない社会」を実現するためには、県民、学校、

職場、地域コミュニティ、関係機関、民間団体、医療機関、行政等が、それぞれ果

たすべき役割を明確にした中で相互に連携して、地域の絆を生かした取組を推進す

る必要があります。

本県の自殺対策を推進するために各主体の果たすべき役割は、以下のように考え

られます。

（１）県民の役割

現代社会はストレスの多い社会であり、誰もがこころの健康を損なうおそれがあ

ります。

県民一人ひとりが、自殺予防に関心を持つとともに、一人で悩みを抱えてしまう

ことの背景となる「自殺や多重債務、うつ病などが不名誉なことである」という考

え方は間違ったものであることを認識することが重要です。

自殺に追い込まれるという危機に陥った場合には誰かに援助を求める必要がある

ことを理解し、自らの心身の不調に気づき適切に対処することが大切です。

また、自分の身の周りにいる人の心身の不調や自殺のサインに気づき、専門家に

つなぐとともに、見守っていくことが大切です。

（２）家族の役割

心身の不調や自殺のサインを発している人にとって、家族は最も身近な存在です。

家族がお互いのことを思いやり、理解し合う中で、家族の心身の不調や自殺のサ

インに早い段階で気づき、専門家に相談するなど適切に対処することが大切です。

また、高齢の家族に対しては、孤立しないように配慮することも必要です。

（３）地域コミュニティの役割

地域では、介護など家庭の事情により外部との交流が少ない人や、一人暮らしの

高齢者等、さまざまな人が生活しています。

このような人の心身の不調や自殺のサインに気づくことができるのはそれらの人

が生活している地域の人たちです。

一人ひとりが自分の地域に関心を持ち、声かけや見守りの輪を広げることが大切

です。
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（４）医療機関の役割

医療機関は、うつ病などの精神疾患の診断や治療、自殺未遂者への対応など、自

殺を未然に防止する上で重要な役割を担っています。

自殺に関する理解を深めるとともに、救急医療機関や精神科医療機関、かかりつ

け医、産業医との連携強化が求められます。

（５）学校の役割

学校は、児童生徒や学生が、命の大切さを実感できる教育や生活上の困難・スト

レスに直面したときの対処方法を身に付けるための教育をそれぞれの年代に応じて

推進するとともに、自殺予防を目的とした教育の実施に向けた環境づくりに取り組

む必要があります。

また、学校におけるこころの健康づくり推進体制の整備を図る観点から、スクー

ルカウンセラーの配置など相談体制の充実が求められます。

そのほか、いじめを背景とした自殺を予防するため、学校と地域、家庭が連携を

図り、いじめを早期に発見し、適切な対応ができる地域と一体となった体制の整備

を促進する必要があります。

（６）職場の役割

自殺の原因と労働問題は関連が深く、また県民健康意識調査によると、ストレス

や悩みの原因は「仕事に関すること」の割合が最も高くなっています。

職場におけるメンタルヘルス対策の充実を図るため、キーパーソンとなる管理・

監督者や産業保健スタッフに対する教育、労働者に対する研修などが求められます。

（７）関係機関・民間団体の役割

自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、司法、労働など、さまざまな分野の関係

機関・民間団体の活動が必要になります。

それぞれの専門性を生かし、相互の連携を深めて自殺対策に取り組んでいくこと

が求められます。

（８）市町の役割

住民にとって最も身近な行政機関として市町の果たす役割は大きく、健康相談、

社会的要因に関する相談などの幅広い相談にきめ細かに対応するなど、さまざまな

事業において自殺対策の視点をもって事業を実施するとともに、住民のこころの健

康づくりに取り組むことが求められます。そのためには、住民、関係機関、民間団

体などと連携し、地域の実情に応じた効果的な自殺対策を推進していく必要があり

ます。



54

（９）県の役割

県主管課は、計画の推進のため、精神保健分野を含め各分野の関係機関・民間団

体と連携し総合的な自殺対策を推進し、特に全県的に実施する啓発や人材育成、自

殺未遂者やうつ病患者などの支援体制整備などに重点を置いた取組を進めます。

行政、関係機関・民間団体の職員や学識経験者により構成される三重県公衆衛生

審議会自殺対策推進部会は、本県における効果的な自殺対策の推進を図るために、

連携を強化し、現状や課題を明らかにしながら自殺を予防するための対策および評

価を行います。

また、県庁内の関係各課、労働および警察の代表により構成される三重県自殺対

策推進会議は、関係各課等の連携を強化し、自殺対策の充実に向けて、計画の推進、

評価を行います。

三重県こころの健康センターに設置している自殺対策情報センターでは、連絡調

整会議等を開催し、関係機関・民間団体のネットワークを強化し、本県における自

殺対策地域連携体制の構築を行い、自殺未遂者・自死遺族等の相談対応をはじめ適

切な支援を提供します。また、自殺対策を担う人材を育成するための研修会等の実

施、自殺対策に関する情報の提供・事業立案や技術支援など、関係機関・民間団体

等が実施する自殺対策への支援を行います。

保健所は、圏域の自殺対策が実効性のあるものとなるよう、地域自殺・うつ対策

ネットワークの構築など市町や関係機関・民間団体と連携して自殺対策を推進し、

市町が実施する自殺対策事業の支援や自殺対策に係る支援者の人材育成等を行いま

す。
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２ 進行管理

毎年度、取組状況を取りまとめ、「三重県公衆衛生審議会自殺対策推進部会」に

おいて、評価指標などをもとに取組の評価を行い、今後の取組についての協議を行

うなど計画の進行管理を図っていきます。

（表５－１）【各取組の評価指標と目標値】

№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

領域 評価指標
現状値

（Ｈ２３年度）
目標値

（Ｈ２９年度）
調査資料等

若年層

中高年層

高齢者層

うつ病などの

精神疾患対策

自殺未遂者支援

遺族支援

地域特性への

対応

関係機関・民間

団体との連携

自殺対策を担う

人材の育成

情報収集と提供

三重県教育委員会調べ

三重県健康福祉部子ども

・家庭局子育て支援調べ

電話相談

面接相談

公立小・中・高等学校のスクールカウンセラー

配置校割合

思春期ピアサポーター養成数

眠るためにアルコールを用いる男性の場合

県（保健所・自殺対策情報センター等）・市町に
おけるストレス対処、アルコール、うつに関する
研修会の実施数

メンタルヘルス対策取組事業場割合

認知症サポーター養成数

メンタルパートナー養成数

かかりつけ医等うつ病対応力向上研修受講者数

自殺未遂者支援における人材育成研修受講者数

自殺対策情報センターにおける

自死遺族相談件数

自死遺族支援のためのリーフレット配布箇所数

自死遺族支援における人材育成研修受講者数

地域自殺・うつ対策ネットワーク組織設置数

民間団体と連携して自殺対策事業を実施した県
（保健所・自殺対策情報センター等 10 か所）・
市町（ 29か所）数〔計 39か所中〕

民間団体と県（保健所・自殺対策情報センター

等）または市町が連携した自殺対策事業数

メンタルパートナー指導者養成数

自殺対策情報センターホームページのアクセス

件数

43.2

―

24.3

94

48.3

65,525

5,268

181

―

383

22

8

6

6

16

55

381

4,886

％

人

％

回

％

人

人

人

人

か所

件

件

人

か所

か所

事業

人

件

％

人

％

回

％

人

人

人

人

か所

件

件

人

か所

か所

事業

人

件

96.4

１２０

20.0

120

80.0

80,000

20,000

540

150

500

40

15

200

9

39

80

550

7,500

（Ｈ２７年度）

（Ｈ２６年度）

（Ｈ２６年度）

（Ｈ２６年度）

三重県県民健康意識調査

（５年毎）

三重県健康福祉部医療対

策局健康づくり課調べ

年間安全衛生管理計画集

計結果（三重労働局調べ）

全国キャラバン・メイト

連絡協議会調べ

自殺対策情報センター
（三重県こころの健康セ
ンター）調べ

三重県健康福祉部医療対

策局健康づくり課調べ

三重県健康福祉部医療対
策局健康づくり課調べ

三重県健康福祉部医療対

策局健康づくり課調べ

三重県健康福祉部医療対

策局健康づくり課調べ

三重県健康福祉部医療対

策局健康づくり課調べ

自殺対策情報センター
（三重県こころの健康セ
ンター）調べ

自殺対策情報センター
（三重県こころの健康セ
ンター）調べ

自殺対策情報センター
（三重県こころの健康セ
ンター）調べ

自殺対策情報センター
（三重県こころの健康セ
ンター）調べ

自殺対策情報センター
（三重県こころの健康セ
ンター）調べ

自殺対策情報センター
（三重県こころの健康セ
ンター）調べ
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３ 計画の見直し

各取組における進捗状況の確認および評価の結果、必要があると認める場合には、

計画の見直しを行うなど、ＰＤＣＡサイクル＊（計画、実行、評価、改善）により進

行管理を行います。



参 考 資 料
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自殺対策基本法 （平成十八年法律第八十五号）

目次

第一章 総則（第一条―第十条）

第二章 基本的施策（第十一条―第十九条）

第三章 自殺総合対策会議（第二十条・第二十一条）

附則

第一章 総 則

（目的）

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移して

いることにかんがみ、自殺対策に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の

責務を明らかにするとともに、自殺対策の基本となる事項を定めること等により、自

殺対策を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせて自殺者の親族等に対する支

援の充実を図り、もって国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会の実

現に寄与することを目的とする。

（基本理念）

第二条 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみとらえられるべきものではなく、

その背景に様々な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されな

ければならない。

２ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏ま

え、単に精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるようにしな

ければならない。

３ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は

自殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施されな

ければならない。

４ 自殺対策は、国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校、自殺の防止等に関する

活動を行う民間の団体その他の関係する者の相互の密接な連携の下に実施されなけれ

ばならない。

（国の責務）

第三条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、自殺

対策を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、

当該地域の状況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。
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（事業主の責務）

第五条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、その雇

用する労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（国民の責務）

第六条 国民は、自殺対策の重要性に対する関心と理解を深めるよう努めるものとする。

（名誉及び生活の平穏への配慮）

第七条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族

等の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのな

いようにしなければならない。

（施策の大綱）

第八条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総合的な自殺対

策の大綱を定めなければならない。

（法制上の措置等）

第九条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その

他の措置を講じなければならない。

（年次報告）

第十条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概要及び政府が講じた自殺対策

の実施の状況に関する報告書を提出しなければならない。

第二章 基 本 的 施 策

（調査研究の推進等）

第十一条 国及び地方公共団体は、自殺の防止等に関し、調査研究を推進し、並びに情

報の収集、整理、分析及び提供を行うものとする。

２ 国は、前項の施策の効果的かつ効率的な実施に資するための体制の整備を行うもの

とする。

（国民の理解の増進）

第十二条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺の防止等に関

する国民の理解を深めるよう必要な施策を講ずるものとする。

（人材の確保等）

第十三条 国及び地方公共団体は、自殺の防止等に関する人材の確保、養成及び資質の
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向上に必要な施策を講ずるものとする。

（心の健康の保持に係る体制の整備）

第十四条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の保持

に係る体制の整備に必要な施策を講ずるものとする。

（医療提供体制の整備）

第十五条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自殺

のおそれがある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患を有

する者が精神保健に関して学識経験を有する医師（以下この条において「精神科医」

という。）の診療を受けやすい環境の整備、身体の傷害又は疾病についての診療の初

期の段階における当該診療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、救急医療を

行う医師と精神科医との適切な連携の確保等必要な施策を講ずるものとする。

（自殺発生回避のための体制の整備等）

第十六条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談そ

の他の自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施

策を講ずるものとする。

（自殺未遂者に対する支援）

第十七条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自殺

未遂者に対する適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。

（自殺者の親族等に対する支援）

第十八条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族等

に及ぼす深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等に対する適切な支援を行う

ために必要な施策を講ずるものとする。

（民間団体の活動に対する支援）

第十九条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止等に関する活動を支援

するために必要な施策を講ずるものとする。

第三章 自殺総合対策会議

（設置及び所掌事務）

第二十条 内閣府に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」という。）を

置く。
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２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。

一 第八条の大綱の案を作成すること。

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自

殺対策の実施を推進すること。

（組織等）

第二十一条 会議は、会長及び委員をもって組織する。

２ 会長は、内閣官房長官をもって充てる。

３ 委員は、内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者をも

って充てる。

４ 会議に、幹事を置く。

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定め

る。

附 則

（施行期日）

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定め

る日から施行する。

（内閣府設置法の一部改正）

第二条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）の一部を次のように改正する。

第四条第二項中「保護」の下に「、自殺対策の推進」を加え、同条第三項第四十六

号の二の次に次の一号を加える。

四十六の三自殺対策の大綱（自殺対策基本法（平成十八年法律第八十五号）第八条

に規定するものをいう。）の作成及び推進に関すること。

第四十条第三項の表中

「 犯罪被害者等施策推進会議 犯罪被害者等基本法 」

を

「 犯罪被害者等施策推進会議 犯罪被害者等基本法

自殺総合対策会議 自殺対策基本法 」

に改める。
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三重県公衆衛生審議会自殺対策推進部会設置要綱

(目的）

第１条 自殺対策推進部会(以下「部会」という。）は、三重県内の関係機関が連携を

強化し、現状や課題を明らかにしながら自殺を予防するための対策及び評価を行い、

三重県における効果的な自殺対策の推進等を図ることを目的とする。

(事業）

第２条 部会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項について協議を行うもの

とする。

 （１）自殺の現状把握に関すること

 （２）自殺対策推進に関すること

 （３）自殺予防のための研修、啓発に関すること

 （４）各関係機関における役割と連携方法に関すること

 （５）未遂者、遺族、関係者のケア方法に関すること

 （６）自殺対策の評価に関すること

 （７）その他必要な事項

(組織）

第３条 部会は、三重県公衆衛生審議会に位置づけるものとする。

(構成）

第４条 部会は、次の区分に掲げる者のうちから知事が任命する。

 （１）関係行政機関の職員

 （２）学識経験を有する者

 （３）その他知事が必要と認める者

(任期)

第５条 委員の任期は、３年とする。ただし、任期の途中で委員の交替があった場合は、

前任者の残任期間とする。

(運営)

第６条 部会には会長、副会長を置くこととし、委員の中から互選する。

  ２ 会長は会務を掌握し、部会の議長となる。

    ３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。



66

(報告）

第７条 会長は、部会が決定した事項について、その内容を三重県公衆衛生審議会に報

告する。

(事務局）

第８条 部会の事務局は、三重県健康福祉部医療対策局健康づくり課に置く。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は部会会長が別に定める。

附則

この要綱は平成１８年８月３１日から施行する。

附則

この要綱は平成１９年７月１０日から施行する。

附則

この要綱は平成２１年８月２７日から施行する。

附則                                        

この要綱は平成２３年４月１日から施行する。

附則                                        

この要綱は平成２４年４月１日から施行する。
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三重県自殺対策推進会議設置要領

（趣旨）

第１条 「自殺対策基本法」、「自殺総合対策大綱」、「自殺対策加速化プラン」及び「三

重県自殺対策行動計画」（以下「行動計画」という。）に基づき、三重県における自殺

対策を地域社会全体で総合的かつ効果的に推進していくため、「三重県自殺対策推進

会議」（以下「推進会議」という。）を設置する。

（所管事務）

第２条 推進会議は次の事務を所掌する。

（１）総合的な自殺対策の推進に関すること

（２）関係機関における自殺対策の調整に関すること

（３）その他自殺対策に関すること

（組織）

第３条 推進会議は、委員長、副委員長、委員をもって構成し、別表に掲げる職にある

者を充てる。

２ 委員長は、推進会議に関する業務を統括し、推進会議を代表する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるとき又は委員長が不在のとき

はその職務を代理する。

（会議）

第４条 推進会議は委員長が召集し、議長は委員長が務める。

２ 委員長は、必要に応じて、副委員長、委員以外の者に会議への出席を求めること

ができる。

（事務局）

第５条 推進会議の事務局は、健康福祉部医療対策局健康づくり課に置く。

（その他）

第６条 この要領に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、委員長が

別に定める。

（附則）

この要領は、平成２２年７月２０日から施行する。

（附則）

この要領は、平成２３年１月２０日から施行する。

（附則）

この要領は、平成２３年７月２２日から施行する。

（附則）

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。
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資料９ 用語解説

■アルファベット

〇ＰＤＣＡ

事業活動における生産管理や品質管理など管理業務を円滑に進める手法の一つ

で、Ｐｌａｎ（計画）→ Ｄｏ（実行）→ Ｃｈｅｃｋ（評価）→ Ａｃｔ（改善）の４段

階を繰り返すことによって、業務を継続的に改善するもの。

Ｐｌａｎ ： 従来の実績や将来の予測などをもとにして業務計画を作成する

Ｄｏ ： 計画に沿って業務を行う

Ｃｈｅｃｋ： 業務の実施が計画に沿っているかどうかを確認する

Ａｃｔ ： 計画に沿っていない部分を調べて改善する

○ＰＴＳＤ

Post Traumatic Stress Disorder（外傷後ストレス障害）の略。実際に生死にか

かわるような危険にあったり、死傷の現場を目撃したりするなどの体験によって

強い恐怖を感じ、それが記憶に残ってこころの傷（トラウマ）となり、何度も思

い出されて当時と同じような恐怖を感じ続けるという障がいのこと。

■あ行

○アウトリーチ型支援

医療・福祉関係者等が患者のもとに直接出向いて心理的なケアとともに必要と

される支援を行うこと。

○おしごと広場みえ

三重県とハローワーク（国の機関）等が一体となって、就職に関する相談や就

職活動に役立つセミナー等を行い、若者の就職をサポートする機関のこと。

■か行

○気分障害

気分や感情の変化を基本とする精神疾患の分類の一つで、気分が沈んだり、高

ぶったりする症状が特徴である。「うつ病」「躁うつ病（双極性障害）」などが含

まれる。

○グリーフケア

身近な人との死別を経験し、悲嘆に暮れる人をそばで支援することで、悲しみ

から立ち直れるようにすること。

○向精神薬

中枢神経に作用して、精神機能に影響を及ぼす物質（医薬品としては抗不安薬、

催眠鎮静薬、鎮痛薬等に該当するものがある。）のことで、麻薬及び向精神薬取

締法および政令で定めるもの。

○国際ビフレンダーズ熊野自殺防止センター

イギリス発祥の国際ビフレンダーズに加盟する、平成19年に設立された任意の

自殺防止組織のこと。電話相談による自殺防止活動を中心に、ボランティア活動

を行っている。
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■さ行

○自殺企図

自殺の意図を持って自ら身体に損傷を加える行為のこと。

○自殺死亡率

人口10万人あたりの自殺者数のこと。

○自殺予防総合対策センター

自殺予防に向けての政府の総合的な対策を支援するため、国立精神・神経セン

ター精神保健研究所に設置された機関のこと。

○自死遺族サポートガーベラ会

自死遺族自身が大切な人を自死で亡くした方のサポートを行うことを目的とし

て、平成23年11月に立ち上がった自主組織のこと。わかちあいの会の開催の他、

自死遺族のための自死遺族による相談等を行っている。

○思春期ピアサポーター

思春期特有の悩みを相談できる同世代の仲間のこと。

○心理学的剖検

自死遺族へのケアを前提として、自殺者の遺族や故人をよく知る人から故人の

生前の状況を詳しく聞き取り、自殺が起こった原因や動機を明らかにしていくこ

と。

○精神科救急システム

休日や夜間等に精神科疾患の急性発症等により緊急な医療を必要とする精神障

がい者等のための精神科救急医療体制のこと。

■た行

○地域自殺・うつ対策ネットワーク組織

地域の実情に応じた自殺対策を効果的に推進するために各地域（保健所単位）

で設置されたネットワーク組織のこと。

○地域若者サポートステーション

厚生労働省から委託を受けたＮＰＯ法人等が、地方公共団体等と連携して、働

くことについてさまざまな悩みを抱えている15〜39歳頃までの若者の職業的自立

を支援している機関のこと。

■な行

○認知症サポーター

認知症について正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援者のこと。

○認知行動療法

認知（ものの受け取り方や考え方）に働きかけて気持ちを楽にする心理療法の

一種のこと。

○認定特定非営利活動法人三重いのちの電話協会

平成13年に設立された自殺予防電話相談を行っている認定特定非活動法人のこ

と。ボランティア電話相談員よる年中無休の電話相談活動を中心に、自殺予防の



73

啓発、ボランティア電話相談員の育成等を行っている。

○年齢調整自殺死亡率

年齢構成の異なる地域間の死亡水準を比較するための指標で、対象集団の年齢

構成が基準集団（昭和60年モデル人口）のそれと同じと仮定したときに観察され

る死亡率のこと。

■は行

○標準化死亡比

年齢構成の異なる地域間の死亡傾向を比較するための指標で、各年齢階級にお

いて同時期の全国における死亡率に従って死亡が起こると仮定したときの期待死

亡数と、実際の死亡数との比のこと。全国を100とした場合、当該地域の標準化

死亡比が100を超える場合は全国より高く、100を下回る場合は全国より低いこと

を表す。

○ベイス推定値

ベイズ統計学を用いた推定値のことで、小地域において死亡数の増減が死亡率

の推定に大きな影響を与えることを緩和したもの。

■ま行

○メンタルヘルス支援チーム

文部科学省の学校保健課題解決支援事業の委託を受け、学校におけるメンタル

ヘルスの課題解決のために三重県教育委員会が設置するチームのこと。精神科医

と行政担当者で構成されている。

■や行

○ユース・メンタルサポートセンターMIE（YMSC－MIE）

若者の精神疾患の早期治療を行うために、平成20年10月に三重県立こころの医

療センター内に設置された学校やかかりつけ医と連携した支援センターのこと。

メンタルヘルスに課題を持つ若者やその家族等を対象とした専門相談窓口機能等

を有する。（Youth Mental Support Center MIE）

■ら行

○リワーク

うつ病からの回復と職場への復帰をめざしたリハビリテーションのこと。

■わ行

○若者支援専門外来（YAC）

精神疾患発症前後や発症後数年間の治療を主な目的とした専門外来のこと。

（Youth Assist Clinic）
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